
－

達成度 ％ －

③海岸事業：過去に高潮被害が発生し、再度災害により
浸水が想定される家屋のうち、安全が確保される家屋の
増加
現況値「37/42戸」→目標値「42/42戸」

成果実績 －

－ －

達成度 ％ ―

－

達成度 ％ －

成果指標
①道路事業：産業振興に資する道路において、すれ違い
支障車両の交通の削減
現況値「42％削減」→目標値「44％削減」

①道路事業：定住条件に資する道路において、すれ違い
支障車両交通の削減
現況値「26％削減」→目標値「55％削減」

成果実績

成果実績

成果目標（5か年実施計画（平成24年度から平成28年度
まで））
２．定住条件の整備（生活環境基盤等の整備）
　 地域における生活環境基盤の整備により安全・安心・
快適な生活空間を創出し、定住人口の維持・拡大に資す
る。
※成果目標及び成果実績については、事業完了後、北
部市町村からの達成状況についての報告に基づき、評価
を行う。

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標
②港湾事業：臨港地域の活性化（北部圏域港の利用者
数の増加）
現況値「1,492千人」→目標値「1,518千人」

②公営住宅事業：北部圏域において公営住宅に入居す
る若年層世帯の増加
現況値「1,543世帯」→目標値「1,575世帯」

成果実績

達成度 ％

成果実績

－

－

事業番号 0060

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （内閣府）
事業名 沖縄北部連携促進特別振興対策特定開発事業費 担当部局庁 沖縄振興局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

開始：平成24年度
終了：平成28年度

担当課室 特定事業担当参事官室 調査官　原　典久

会計区分 一般会計 政策・施策名 ３８ 沖縄における社会資本等の整備（政策１１－施策③）

25年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

－
関係する計画、

通知等
沖縄振興基本方針（平成24年5月　内閣総理大臣決定）
沖縄振興計画（平成24年5月　沖縄県知事決定）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　沖縄県北部地域は、県内の他の地域に比べ一人あたりの所得が最も低く、過疎地域が多く存在する地域であり、更なる振興が必要な地域
である。したがって、産業の振興や定住条件の整備等に資する実行性の高い振興事業を実施することにより、北部地域における連携促進と自
立的発展の条件整備を行うことを目的とする。

予算
の状
況

当初予算 － － 2,500

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　県土の均衡ある発展を図る観点から、北部地域における連携促進と自立的発展の条件整備として、産業の振興や定住条件の整備などに資
する振興事業（公共）を実施する。
　事業実施：事業執行段階において、事業執行官庁（国土交通省）への移替え等を行い実施。
 補助率：各公共事業の沖縄県の嵩上げされた高率補助率を適用。
※北部振興のための経費については、平成12年度から平成21年度まで各年度50億円、平成22年度及び平成23年度は各年度35億円が予算
措置された。平成24年度から新たに５か年の事業が開始され、平成24・25年度は各年度25億円が予算措置された。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

974

－ 0 －

計

26年度要求22年度 23年度 24年度

2,500 2,500

補正予算 －

繰越し等 － － △ 974

127

23年度

－ － 1,526 3,474 2,500

8%

25年度活動見込

24年度
目標値
（　　年度）

成果目標（5か年実施計画（平成24年度から平成28年度
まで））
１．産業振興のための基盤整備（交通及び物流基盤の整
備）
　 交通基盤の整備により交通利便性の向上を図り、産業
振興に資する。
※成果目標及び成果実績については、事業完了後、北
部市町村からの達成状況についての報告に基づき、評価
を行う。

成果指標

－

達成度 ％

執行額 － －

執行率（％） － －

活動実績
（当初見込
み）

14

(                   )

単位 22年度

単位 22年度 24年度

－

－

－

－

23年度

－

(                )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　９　（百万円／　１事業　　） 算出根拠   執行額　１２７百万円／１４事業

地元市町村等の要望を踏まえ、北部地域の振興に資す
る事業を毎年度採択し、着実に実施していく。

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

沖縄北部連携促進特別振
興対策特定開発事業推進
費

2,500 2,500

計 2,500 2,500

平
成
2
5
・
2
6

年
度
予
算
内
訳

費　目



事業所管部局による点検

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○
沖縄振興計画（平成24年度～33年度）に基づき、北部地
域における連携促進と自立的発展の条件整備として、産
業の振興や定住条件の整備などに資する振興事業（公
共）を実施している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

事業執行官庁（国土交通省）において、補助金交付要綱
等の規定に基づき着実に事業を実施。

（不用理由）
事業の実施にあたり、執行段階でより地元地域の意見を
反映できるよう25億円が枠で予算措置されており、平成
24年度については、初年度ということもあり、測量や地質
調査、設計など比較的少額の予算で実施するものの要
望が多かったため、不用率が大きい状況となっている。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

単位当たりコストの水準は妥当か。 －

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

地元市町村等の要望を踏まえ、北部地域の振興に資す
る事業を毎年度採択し、事業執行官庁（国土交通省）に
おいて、着実に実施。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 〇

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 〇

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

事業番号００８０は、「非公共事業」を担当する。
（本事業００６０は、「公共事業」が担当。）

事業番号 類似事業名 所管府省・部局名

80 沖縄北部連携促進特別振興事業費
内閣府政策統括官（沖縄政策担当）参事
官（政策調整担当）

点
検
結
果

執行については、公共各事業の執行官庁から北部地域の市町村及び沖縄県へ事業補助金として支出しており、それぞれの執行官庁から事業の進捗管
理、補助金の実績報告等による実施内容の確認を行っている。

外部有識者の所見

５年間の特別な北部振興のための事業費ということですが、事業実施前と事業実施後にどのような効果が発現するのかという点が、最終的には「政策効果」と
いうことになるかと思われます。また、この事業により北部のどの部分が県内の他の地域にキャッチアップできたのかという説明が必要になるのではないかと
思われます。それは最終的に「一人あたりの所得」で見るという目的になっているようです。まず、アウトカムにそれが掲げられていないのはなぜでしょうか。ま
た、「有効性」の評価についても、「地元市町村等の要望を踏まえ、北部地域の振興に資する事業を毎年度採択し、事業執行官庁（国土交通省）において、着
実に実施」とありますが、これは手続きの説明であり、北部地域の「一人あたりの所得」からは離れているように見受けられます。もう少し、その間をつなぐよう
な説明はできないでしょうか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

事業の有効性について、詳細な分析を行うべき。また、事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況を的確に把握し、今後の事業計画に適切に反
映すべき。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

現
状
通
り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、事業計画期間終了後、その効果を適切に評価するために、事業の進捗状況を的確に把握する
とともに、今後の事業計画への適切な反映に努めたい。

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成22年 - 平成23年 - 平成24年 新２４－０００９



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

内閣府

127百万円

目の区分、移替え及び特別
会計繰り入れ

補助金交付

Ｂ．社会資本整備事業

特別会計道路整備勘定

12百万円

Ｃ．社会資本整備事業

特別会計港湾勘定

102百万円

Ａ．国土交通省

13百万円

【移替え】 【特会繰入】 【特会繰入】

Ｄ．沖縄県、名護市、

今帰仁村及び国頭村

13百万円

【補助金】 【補助金】

Ｅ．名護市、本部町、

金武町及び今帰仁村

12百万円

【補助金】

Ｆ．沖縄県

102百万円

公共事業（住宅及び

海岸）の実施

公共事業（道路）の
実施

公共事業（港湾）の
実施

補助金交付 補助金交付



費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

Ａ．国土交通省 E．名護市、本部町、金武町及び今帰仁村

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

補助金 地域住宅交付金 4 補助金 石川謝花線道路改築事業 0

補助金 海岸事業費補助 9 補助金 町道金武243号線道路整備事業 0

補助金 為又1号線道路改築事業 0

補助金 与那嶺諸志線道路改築事業 10

補助金 北農線街路整備事業 0

補助金 指導監督事務費（道路事業） 2

計 13 計 12

B．社会資本整備事業特別会計道路整備勘定 F．沖縄県

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

補助金 地域連携推進事業費補助 12 補助金 本部港（本部地区）港湾改修事業 19

補助金 伊江港港湾改修事業 79

補助金 本部港（瀬底地区）港湾改修事業 3

補助金 仲田港港湾改修事業 0

補助金 野甫港港湾改修事業 1

計 12 計 102

C．社会資本整備事業特別会計港湾勘定 G．

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

補助金 港湾改修費補助 102

計 102 計 0

D．沖縄県、名護市、今帰仁村及び国頭村 H．

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

補助金 安和第二市営住宅新築事業 0

補助金 村営仲宗根団地新築事業 3

補助金 村営辺土名団地建替事業 0

補助金 仲田港海岸高潮対策事業 9

補助金 指導監督事務費（住宅事業） 1

計 13 計 0



支出先上位１０者リスト
D.

E.

F.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）沖縄建設技研 仲田港海岸高潮対策事業 6 － －

2 （株）沖縄環境調査 〃 3 － －

3 （有）ナカソネ設計 村営仲宗根団地新築事業 3 － －

4 沖縄県 指導監督事務 1 － －

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）ウイング総合設計 与那嶺諸志線道路改築事業 5 － －

2 （有）嘉陽測量設計 〃 5 － －

3 沖縄県 指導監督事務 2 － －

4

5

6

7

8

10

9

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （有）良和組 伊江港港湾改修事業 71 － －

2 （株）国建 本部港（本部地区）港湾改修事業 19 － －

3 （株）南城技術開発 伊江港港湾改修事業 4 － －

4 （株）沖縄建設技研 〃 4 － －

5 （株）沖縄プラニング 本部港（瀬底地区）港湾改修事業 3 － －

6 （有）あい技建 野甫港港湾改修事業 1 － －

7

8

9

10


